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平成 26年度 障がい者グループホームの実態調査について 

 

調査概要 

1．調査対象 

平成 26年 4月 1日時点で指定を受けている大阪府内グループホーム 

406事業所 （※グループホームは以下ＧＨと表記） 

 

2. 調査時点 

平成 26年 7月 1日現在 
 

3. 実施主体 

大阪府 福祉部 障がい福祉室 生活基盤推進課 

大阪市 福祉局 障がい者施策部 障がい支援課 

 

4. 主な調査項目 

・建物形態 

・入居者の状況 

・夜間の支援形態 

・消防設備の設置状況 等 

 

5. 回答率 

大阪府 73%  

大阪市 87% 

有効回答住戸数 1245住戸 

 

6. 参考（全国調査結果） 

「障がい者のグループホーム・ケアホームにおける防火安全体制等に関

する実態調査について」（平成 25年 2月 22日障障地発 0222第 1号厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部）より引用 
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結果概要 

1. 戸建て型ＧＨと共同住宅型ＧＨの割合 

 ○戸建型：406戸(33％) 

共同住宅型：839戸(67％） 

 

2. 入居者数の割合 

 ○比較的小規模（入居者 4人以下）のＧＨ：全体の 81％ 

（入居者 4人以下のＧＨ：戸建て型 55％ 共同住宅型 94％） 

 

33%

67%

戸建て 共同住宅

39%

5%

56%

42%

50%

38%

15%

34%

6%

4%

11%

全体

(戸建て)

(共同住宅)

1～2人 3～4人 5～6人 7人以上

大阪府内では共同住宅型の割合

が高い（全国調査との比較） 

※全国調査：戸建型 63％、 

共同住宅型 31％ 

       

大阪府では、小

規模ＧＨが大半。 

入居者 4 人以下

81％ 

入居者 6 人以下

96％ 
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3. 入居者の障がい支援区分 

○入居者の平均障がい支援区分 3.66 （戸建型 4.07 共同住宅型 3.32） 

○区分 4以上の入居者：全体の 51％(全国調査：25.2％)  

 

 

  

 

 

非該当
1%

区分1
3%

区分2
18%

区分3
27%区分4

23%

区分5
15%

区分6
13%

区分4
以上

51%

区分3
以下

49％

平均区分 区分4以上

全体 3.66 51%

戸建て 4.07 64%
共同住宅 3.32 41%
※全国 2.41 25.2%

1%

1%

2%

3%

12%

23%

21%

32%

25%

22%

19%

11%

20%

8%

(戸建)

（共同住

宅）

（戸建・共同住宅別）

非該当 区分1 区分2 区分3 区分4 区分5 区分6

・戸建型においては、より重度の障がい者の割合が高い。 

・大阪府では、従前より重度障がい者の地域での生活支援を進めてきた背景がある。 

・大阪府では重度障がい

者の入居者が多い。（全国

調査との比較） 

※全国の平均区分：2．41  

大阪府の平均区分：3．66 

大阪市の平均区分:4. 34 
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4.利用建物の所有関係 

○全体：賃貸物件：87％ 

全国調査（賃貸 71％、自己所有 29％） 

 
 

 

 

 

68%

14%

17%
1%

（戸建型）

賃貸 購入 新築 不明

（戸建型）

97%

2%
1%

（共同住宅型）

賃貸 購入 新築

（共同

住宅型）

・大阪府内では、賃貸物件の割合が高い（87％）。（全国調査 71％） 

・賃貸物件においては、スプリンクラー設置にあたって家主の承諾が得られないケース

が多く、設置する上での問題点になる。 
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5.消防法施行令区分 

○障がい支援区分 4以上の重度障がい者が 8割を超えるＧＨ（6項ロに

該当）は全体の 35％（431件） 

※これら物件は 6項ロに該当、原則スプリンクラー設置義務が生じる。 

 

 

 

 

6.スプリンクラー（ＳＰ）の設置率 

○6項ロかつ面積 275㎡未満のＧＨのスプリンクラー設置率：4％  

特に、共同住宅型に限れば、設置率 1％ 

       

 

 

 

64%

52%

70%

35%

47%

29%

1%

1%

2%

全体

（戸建）

（共同住宅）

6項ハ 6項ロ 不明

5% 10% 3%

8% 15% 2%

4% 7% 1%

(うち6項ロＧＨのSP設置
率)

(うち面積275㎡未満の
ＧＨのＳＰ設置率)

全体 共同住宅戸建てスプリンクラー設置率

全住戸SP設置率

大阪府内では、6項ロの割合が高い。35％（431件） 

※全国調査 6項ロ 11.4%（1,752件） 

・現状においては、府内の殆どのＧＨでスプリンクラーが設置されていない。 

・一般の住宅をそのまま活用しているケースがほとんどであることから、費用や建物構

造の面などの障壁が多い。 
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7.利用建物の面積規模について（6項ロのみ） 

 ○戸建て型ＧＨ 

面積規模 100㎡未満の住居が 36％ 

面積規模 200㎡未満の住居が 76％ 

 
○共同住宅型ＧＨ 

面積規模 100㎡未満の住居が約 9割

 

36%

40%

13%

11%

（戸建型）

100㎡未満 100㎡以上
～200㎡未満

200㎡以上
～275㎡未満

275㎡以上

（戸建型）

92%

5%
3%

（共同住宅型）

100㎡未満 100㎡以上～150㎡未満 150㎡以上

（共同

住宅型）

大阪府内のＧＨは、面積規模が比較的小さいと言える。 

100㎡未満 36％ 

100㎡以上 64％ 
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8.戸建型ＧＨの階数と建物構造について(6項ロのみ) 

○戸建型 平屋建て：12％ 2階建て：63％  

3階建て：20％ 4階建て：5％ 

  

建物の構造について（6項ロのみ） 

○戸建型 木造 70％ 鉄筋・鉄骨 28％

 

12%

63%

20%
5%

建物の階数について

1階 2階 3階 4階

（戸建型）

28%

70%

2%

建物の構造について

鉄筋・鉄骨 木造 不明

（戸建型）

特に建物密集地の多

い大阪市は 3，4階戸建

ＧＨが多い。(41％) 

 1階 4％ 

 2階 54％ 

3階 29％ 

4階 12％  

6 項ロの戸建てＧＨ

のうち木造かつ 2 階建

て以上のＧＨは、62％ 

※「不明」は集計から除く 
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9.共同住宅型ＧＨの階数と建物構造について(6項ロのみ) 

○共同住宅型 36％が避難階、約 7割(69％)が 3階以下に入居 

 建物の構造について（6項ロのみ） 

○共同住宅型 鉄筋・鉄骨 91％ 木造 2％ 

 

36%

18%
15%

31%

入居階について

1階 2階 3階 4階

（共同

住宅型）

91%

2% 7%

建物の構造について

鉄筋・鉄骨 木造 不明

（共同

住宅型）

4階以上 31％ 

(5階以上 18％) 

高層階に設置さ

れているケース

も多い。 

 

以上 以上 
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10.戸建型ＧＨのバルコニー設置状況（6項ロ・2、3階建てのみ） 

○全階にバルコニーが設置されているＧＨ：全体の 62％ 

（2階建⇒2階に設置あり 3階建⇒2階・3階に設置あり）   

○残りの 38％については、建物の一部階のみの設置または、設置なし 

 

11.夜間支援体制（6項ロのみ） 

○全体としては、「3:1～4:1」の配置が 46％ 「5:1～6:1」の配置が 23％ 

 

 

 

62%9%

29%

全階に設置あり 一部階のみ 設置なし

（戸建型）

5%

5%

5%

46%

48%

44%

23%

33%

15%

27%

14%

37%

全体

(戸建て)

(共同住宅)

1:1～2:1 3:1～4:1 5:1～6:1 7:1以下

・6項ロのＧＨでは、手厚い夜間支援体制により運営されている。 

・特に戸建型では、86％の住居で「6:1」以上の配置。 
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12. 共同住宅型ＧＨの利用形態について（6項ロのみ） 

○共同住宅型の 64％が公営住宅 

民間マンションの割合は 32％ 

 

13. 店舗入りＧＨの割合（6項ロのみ） 

○全体（6項ロ＋6項ハ）で店舗入りの物件：254件／839件（30％） 

○6項ロＧＨにおいて、店舗入りの物件：81件／241(34％)      

       

32%

3%64%

1%

マンション アパート 公営住宅 UR

（共同

住宅型）

34%

66%

店舗あり 店舗なし

（共同

住宅型）

55%
45%

(大阪市)

店舗あり 店舗なし

大阪府では、公営

住宅においてもスプ

リンクラー設置の想

定がされていない。

水圧、水道管径等、

設置についての構造

上の問題が多い。 

大阪市では、特

に店舗入り物件

の割合が高い。 

 

（共同 

住宅型） 
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14. 共同住宅型の廊下等の形態について（6項ロのみ） 

○開放型（各住戸の玄関が外気に開放された廊下に面している住宅）：46%    

中廊下型（真ん中が廊下で各住戸が両側に並んでいる住宅）：8％ 

階段室型（階段の両側に住戸が積み上がる住宅）：41％ 

 

 

 

 

 

46%

8%

41%

5%

開放型 中廊下型 階段室型 不明

55%

20%

9%

16%

(大阪市)

開放型 中廊下型 階段室型 不明

（共同 

住宅型） 

（共同 

住宅型） 

府全体では、多くの公営住宅を活用していることがあり、階段室型・中廊下型が約半

数を占める。 

大阪市では、中廊

下型が 20％を占め

る。 
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15.まとめ 

障がい者ＧＨは、障がい者が地域で生活するための「住まいの場」であ

り、一般の賃貸住宅や公営住宅をそのまま活用して設置されるケースがほ

とんどである。面積、入居人数ともに小規模のものが多く、構造において

も、高齢者の認知症ＧＨのような施設仕様として建設されたものではなく、

一般住宅を活用した形態が主となっている。 

 

障がい者ＧＨにスプリンクラーを設置するためには、既設の住宅に設置

する構造上の問題や階数による水圧の確保等の問題が想定される。また、

賃貸住宅では家主の承諾、共同住宅では近隣住戸との調整などが必要であ

り、設置が困難である場合が多い。 

さらに、費用の観点からもＧＨ運営法人に多大な負担が生じる。 

 

ＧＨにおける安全対策の充実は重要であり、ＧＨ運営法人においても、

スプリンクラーの有効性は認識されつつあるが、前述のような障がい者Ｇ

Ｈの実情を鑑みれば、対応は極めて難しく、設置は円滑に進まないものと

考える。 

 

以上を踏まえ、一定の規模以下の障がい者ＧＨにおいては、設置が困難

なスプリンクラーに代わる方策として以下のような安全対策の検討が必

要であると考えられる。 

 

・設備面・・・自動火災報知設備と火災通報装置の連動、家庭用自動消火

装置の開発・設置、カーテン・カーペット・寝具等の防炎

化、内装の難燃化・不燃化など。 

・運用面・・・入居者人数の制限、消防計画の作成、防火管理者の選任等 

による防火管理の徹底。 

夜間支援体制の充実や、避難訓練等による入居者の避難所 

要時間の短縮等の安全対策の充実など。 

 

今後も障がい者が地域で安心して暮らすための施策を積極的に推進して

いくことが求められており、障がい者グループホームは、そのための重要

な施策であることから、入居者の安全対策については、多面的な要素から

の取組が必要であると考えられる。 

 


